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ILCの特長と本報告書の目的

国際リニアコライダー（ILC）計画は、世界初の大規模直線超伝導加速器を用いた素粒子物理学の世界最先
端研究施設である。国際共同科学プロジェクトとして資金を世界各国が分担し、日本に建設しようとしている
ものである。ILC計画は以下の3つの特長を持っている。

1） 頭脳集積：国際研究所に世界から最先端・世界トップレベルの研究者・技術者が集結、滞在費は各自の
所属機関が負担する

2） 最新鋭の基盤技術・設備：「粒子線加速器」「超伝導技術」「超高性能センサー」等、最先端の物理研究
を行うための先端技術・設備が集積する

3） 民間活力の喚起：国際教育・ビジネス・居住施設の整備が広域にまたがり、民間投資による「人づくり」
「ものづくり」「まちづくり」が図られる

ILCの経済波及効果は今回、これまでの公的調査に新たに3項目を加え、合計6項目にわたる多面的な調査・
検討を行った。本報告書は、国および国民のILC計画への理解を一層促進し、我が国および地方の成長戦略と
して位置づけられることや関連する産業・企業等の積極的な参画を促すことを目的として作成した。

プロジェクトの波及効果として調査した項目

項目 1　建設・運転時の装置等製造による直接効果
項目 2　研究所職員・研究者・工事や保守運用従事者の日常の消費効果
項目 3　建設参画企業の生産性向上、品質改善、新製品開発への効果

項目 4　基盤技術（加速器関連技術）の発展・利用による産業の波及効果
項目 5　世界とつながる新たな地方創生の効果
項目 6　更なる変革：社会課題解決等の可能性

今回、当推進協議会は、ILCの経済波及効果の社会的な意義も含めて調査するため、上記項目4〜6につい
て追加検討・試算を行った。

これまでの公的調査

当推進協議会による
追加調査項目
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項目 1～3　これまでの公的な調査結果

ア．産業連関表による経済波及効果調査（再計算）
（2018年6月19日　文部科学省ILCに関する有識者会議［第10回］報告資料による）

2017年11月、国際将来加速器委員会「ICFA」によるILC「技術設計報告書（以下、TDRという）」
の見直しに伴い、使用する統計データ等も更新した上で、経済波及効果の再計算を行った。経済波及効果
の枠組みや対象・項目等については、2014年度推計からの変更点はない。一方、個別項目の推計方法に
ついては、必要に応じ変更を行った。

TDRにおける見直し後のILC計画（250GeV ILC）の加速器建設費は、5,152〜5,830億円（見直し前は、
8,309億円）の見積額とした。

項目 1　建設・運転時の装置等製造による直接効果
項目 2　研究所職員・研究者・工事や保守運用従事者の日常の消費効果
 項目1と2の合計：最終需要額　1兆2,166億円〜1兆3,338億円
項目 3　建設参画企業の生産性向上、品質改善、新製品開発への効果
 生産誘発額　2兆3,776億円〜2兆6,109億円
　　　　※最終需要額に対する生産誘発額の乗数は1.95〜1.96として報告されている。

イ．「研究開発投資」に関する経済波及効果（2013年3月 文部科学省科学技術政策研究所）
研究開発投資の経済波及効果については、次のような推計が報告されている。

◦ NEMESISモデル（欧州/OECD）：欧州の経済発展、競争力、雇用、財政に関連する経済政策、研究開
発等の長期の効果を研究するためのマクロ経済モデル。現在実施されているHorizon2020の投資総額

（€800億［2014〜2020］）に対して、2050年まで売上拡大、新規顧客や新市場の開拓などの企業付
加価値を誘発し、投資総額に対する生産誘発額は13倍と推計。

◦ NISTEPモデル（日本）：文部科学省の科学技術イノベーション政策におけるマクロ経済モデルによる研
究開発投資の経済効果を分析・調査研究したもの。第5次科学技術基本計画における研究開発投資額に対
する生産誘発額が50年間で3.7〜4.5倍のGDP押上効果があると推計。

項目 1～3 まとめ　TDRの見直しに伴う経済波及効果 再計算結果のまとめ

国内における20年間の最終需要額 約 1兆2,200億円 ～ 1兆3,300億円

国内における20年間の生産誘発額 約 2兆3,800億円 ～ 2兆6,100億円

（出典）「国際リニアコライダー（ILC）計画に関する経済的波及効果の再計算結果」報告書 平成30年5月 株式会社野村総合研究所 
　　　 図表12　ILCの経済波及効果（まとめ）から一部引用
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以下、項目4～6について当推進協議会が追加調査を行った。

項目 4　基盤技術（加速器関連技術）の発展・利用による産業の波及効果

基盤技術（加速器関連技術）の発展・利用による産業の波及効果は最も重要なテーマである。加速器関連産
業は人的・技術的な基盤が蓄積し、裾野が広がることで発展してきた歴史がある。特に基盤技術の発展は、基
礎科学用の素粒子物理学・原子核物理学研究の大型加速器施設による部分が大きい。ILC による加速器関連産
業の長期的な波及効果を算定するにあたって、大型加速器による基盤構築への投資が、民間企業における加速
器ビーム利用の拡大をもたらしたことに着目した。このことにより、加速器の産業利用による直接的製品算出
額は、その時点までの大型研究施設への投資の積算に比例すると仮定し、新たな基盤をもたらすILCへの投資
が加速器ビーム利用産業に波及する効果の試算を行った。

積分算定モデル
本モデルは、世界の素粒子物理学・原子核物理学の公的研究開発投資と、加速器ビーム利用産業の世界市場規模が、年間56

兆円にまで成長したこととの間に比例関係があることを前提にモデル化したものである。
経済産業省「2012年我が国企業の国際競争ポジションの定量的調査」等から加速器ビーム利用産業における製品市場規模と

日本のシェアを求めた。
◦加速器ビームを利用した産業の世界市場は年間56兆円で、日本のシェアは19.8％である。
◦ 素粒子物理学、原子核物理学への投資総額は2013年時点で年間約7,063億円となり、60年前から現在まで一律に投資が増加

したと仮定して、以下のケーススタディを用いて検討を行った。

現在価値に換算した投資額は、60年前の
ゼロから一次近似的に増加と仮定。60年経
過時点で年間7,063億円に達したことから、
60年間の投資額の積分値は21兆円となる。
この投資に対する加速器ビーム利用産業市場
規模の生産誘発額が現時点で年間56兆円に
まで増加した。このことから係数2.64となる。

ILCの建設費と建設後の運用経費を、そ
れぞれ建設費年300億円×10年、運用費年
200億円×10年と仮定して、ビーム利用産
業の世界におけるILC経済波及効果から日本
における経済波及効果を試算し、積分算定モ
デルに基づいて計算する。その結果、日本
におけるILC経済波及効果の累計額は、建設
10年で8,639億円、建設10年＋運用10年で
3兆106億円となる。

さらに再計算された産業連関表における経
済波及効果乗数1.94（経済産業省平成26年
延長表［54部門］、ここでは便宜上1.9とする）
を用い国内生産誘発額を概算すると20年で
5兆7,190億円となる。

研究機関投資総額

積分算定モデルに基づく
ILC経済波及効果累積額

項目 4 まとめ　基盤技術（加速器関連技術）の発展・利用による産業の波及効果

国内における20年間の経済波及効果（最終需要額） 3兆　100億円

国内における20年間の生産誘発額 5兆7,200億円
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経済産業省「2012年我が国企業の国際競争ポジションの定量的調査」から、2010年の米国エネルギー省
リリースに合せた加速器ビームを利用した産業品目である半導体・自動車・産業機器・民間航空機・家電製品・
医療機器の６品目における世界の市場規模は、年56兆円。

素粒子物理学等の理論実証等のために開発した加速器技術を用いた放射光施設も、これまで産業や医療に大
きなイノベーションをもたらしてきた。放射光施設利用による経済効果規模については、放射光施設が生体や
物質・材料の構造解析、表面解析、反応や現象のプロセス観察などに用いられるため、その貢献や経済効果を
測定することは難しいが、インフルエンザの特効薬のタミフルやニッケル水素電池の高容量化、低燃費タイヤ
の製品化など多数の産業応用事例がある。

このように放射光施設は材料開発、創薬等の開発を促進し、巨大な市場を生み出している。

項目 4　基盤技術（加速器関連技術）の発展・利用による
産業の波及効果

20年：経済波及効果 3兆円
国内の生産誘発額ベース（上記×乗数1.9）

20年：生産誘発額 　5兆7,000億円
加速器ビーム利用　世界の市場規模 56兆円

放射光施設利用による産業の波及効果
（材料開発、創薬等）

更に大きい産業の裾野
（自動車、半導体、医療、通信等）

社会・生活の隅々まで浸透

産業/世界市場 半導体
40兆円

自動車
186兆円

産業機器
13兆円

民間航空機
11兆円

家電製品
35兆円

医療機器
11兆円

加速器ビーム利用 56兆円

産業別加速器ビーム利用の世界市場規模

放射光施設利用の効果

加速器ビーム利用産業とその裾野効果（イメージ図）
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項目 5　世界とつながる新たな地方創生の効果

●我が国の地方に国際科学技術イノベーション拠点を形成
ILC運用開始時期には、国内外から研究

者や職員2,200人が常駐すると想定し、そ
の半数は外国人であり、世界のトップレベ
ルの頭脳が集積する。研究者や家族等をひ
きつける生活環境を整え、世界の人々と融
合し、クリエイティブで国際的なコミュニ
ティを生み出す。

また、最先端技術の集積により、産学官
民協働で世界に波及する科学技術イノベー
ションを創出する。

さらに地域の伝統・文化を積極的に発信
する拠点機能を整備し、世界の人々が関心
をもって訪れる魅力的な東北ゾーンの形成
を進める。

ア．ILCを契機とした地域産業への経済波及効果の可能性

東北エリアには自動車、半導体産業が集積し、
航空機・宇宙、医療産業が立地している。東北の
中小企業は機械加工や表面処理に強みを有し、特
に各産業にまたがる精密加工に秀でている。
1） 東北経済連合会東北ビジネスセンターでは、

ILC・加速器産業参入支援事業として、現在、
約700事業所をリストアップして支援を展開
している。

2） 岩手県では「いわて加速器関連産業研究会」
を組織し、東北ILC準備室と連携して、加速
器関連機器の共同開発やネットワークの形成
を進めている。

3） 「加速器関連産業」が東北の新たな中核産業
となるよう取り組みに着手し、鋭意推進して
いる。

国際リニアコライダープロジェクト立地に関わる調査検討報告書,KEK Report 2013-5

＊ 20㎞で推計をするため、KEK Report 2013-5 データから工事・保守運用従事者を
30%減にて計算。

＊ 人口合計はILC職員・研究者および工事・保守運用従事者に付帯家族数を加えたもの。

（出典）東北経済連合会東北ビジネスセンター

ILC国際科学技術研究圏域の人口推移

東北エリアの加速器関連産業分布図
約 700 事業所

青森県
約80事業所

岩手県
約90事業所

秋田県
約90事業所

宮城県
約120事業所

山形県
約70事業所

福島県
約160事業所

新潟県
約90事業所 合計　約700 事業所
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イ．民間投資

ILCを契機として地方が成長していくために
は、国際研究所や自治体、民間等の適切な役割
分担のもと、民間の活力を積極的に導入し、そ
の好循環をつくり出していくことが重要であ
る。民間投資対象を仮定し、居住者および来訪
者の消費支出額を推計した。

1）民間投資（PFI等含む）

2）居住者および来訪者の消費支出額
① 日常の生活費や保険医療費などの世帯支出額

◦居住者　外国人研究者等と家族：運用開始10年まで延べ44,306人 約 840億円
　　　　　日本人研究者等と家族：運用開始10年まで延べ80,032人 約 1,570億円

② 学会開催および観光による消費額
国際学会等の誘致を進め、あわせてインバウンド促進や観光誘客を図る。
国際学会の試算は、約1,000人が参加する中・大規模学会（年4回未満）と約200人が参加するワーク
ショップ型小規模学会（年12〜14回開催）を想定した。

◦来訪者　外国人　約 360億円　日本人　約 240億円

今回は、イ．民間投資についてのみ経済波及効果の試算を行ったが、試算の対象としなかった ア．ILCを
契機とした地域産業への経済波及効果の可能性、ウ．ベンチャー企業等による地方創生、エ．地方創生に資す
る経済波及効果の可能性（Green ILC）、オ．教育、についても、新たな地方創生に大きな経済波及効果があ
ると期待される。

項目 5 まとめ　世界とつながる新たな地方創生の効果（イ．民間投資のみ）

1 ） 民間投資（PFI等含む） 約 1,000億円 住宅：約 500億円
オフィス、商業施設、宿泊施設等：約 500億円

2 ） 居住者および来訪者の
消費支出額（① ＋ ②） 約 3,000億円 外国人 約 1,200億円＋日本人 約 1,800億円

合計　1 ）＋  2 ） 約 4,000億円

住宅投資額20年総計（家族・単身）　2,442戸　約 500億円

キャンパス周辺（PFI 等）
キャンパス内（PFI 等）

生活支援施設：銀行、郵便局、保険・旅行代理店
出張所、車両（売買、レンタル、シェアリング）、
民間ユーザーオフィス

福利厚生施設：食堂・レストラン・喫茶ラウンジ等

育児・教育、医療・保険、
金融・決済、ショッピング、
飲食、文化・娯楽等の整備

居住・住宅
（民間）

中核研究拠点のイメージ図 （出典）野村総合研究所作成（福山コンサルタント協力）
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ウ．ベンチャー企業等による地方創生

東北各地の大学等研究機関は、産学
官連携に積極的に取り組んでおり、有
望な大学発ベンチャーが生まれている。

ILCを核とした大学発ベンチャー企
業を育成し、東北の経済活性化につな
げていくには、ILC国際研究所に集積
する頭脳と東北各地の大学等研究機関
との強力な連携のもと、ILCの技術移
転に取り組む「技術開発・移転セン
ター」等を設置することが有効と考え
る。

また、特区の導入などによって積極
的な民間投資を促し、新たな技術革新
や加速器関連産業の集積など競争力を
強化し、地方創生を推進していく。

エ．地方創生に資する経済波及効果の可能性（Green ILC）

世界の研究施設では、省資源や省エネルギーが
求められている。ILCが受電する年間約10億kWh
からの排熱を資源として、林業や農業、酪農、水
産などへの利用を促進し、Green ILCの新しいモ
デル地域を目指す。

オ．教育

世界の研究者・技術者が集う研究
開発現場での生きた教育や交流によ
り、世界で活躍する人材の育成等、
多くの効果が期待される。

国際バカロレア校の認定、塾や国
際交流施設等での語学・文化教育の
充実を図る。 LCWS2016 盛岡での研究者との交流会

先端加速器科学技術推進協議会　Green ILC 2014 報告書

東北の大学発
ベンチャー企業
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地方創生のイメージ図
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国際拠点を基盤に地域主体の立案・挑戦から生まれる

「世界とつながる新たな地方創生」
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項目 6　更なる変革：社会課題解決等の可能性

●既存の加速器関連研究から生まれた新技術・新製品
世界規模の素粒子研究所から生まれた新技術：ワールドワイドウェブ（WWW）に代表されるような人類

の暮らしを一変させる「基盤技術」が創出された。

●次世代の可能性：加速器駆動核変換システム（ADS）での放射性廃棄物処理（短寿命化）への貢献
◦高レベル放射性廃棄物の半減期を約1/100（数万年から数百年）にする新たな可能性
◦加速器駆動核変換システムの基盤技術は、超伝導加速器（ILCの基幹技術）と照射炉
◦政府ではエネルギー基本計画などで減容化の技術として高速炉と加速器駆動型を位置づけ（2014年）
◦ 欧州、インド、中国で超伝導加速器の大型計画と加速器駆動核変換システムの拠点が構築され技術開発が

進行中
◦ 政府予算にて照射炉の研究施設が設計中。高速炉と加速器駆動型と併用した使用済核燃料リサイクルを構

築し、より効果的に放射性廃棄物を処理・処分することが可能であると期待

加速器駆動核変換システム（ADS）イメージ図

※ ILCの超伝導加速器の技術はADSに応用されるが、ADSが「陽子」を加速するのに対して、ILCは「電子・
陽電子」を加速するため、ILCがADSとなることはない。

http://home.fnal.gov/~nienaber/2018.5.1

（　）の金額は 2020 年頃の世界全体の年間市場規模
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